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エネルギー高騰、アジアに波及　脱ロシアで需給逼迫
LNG4割上昇/原油割増金8割上げ

エネルギー価格の高騰の波がアジア市場に広がっている。ロシアのウクライナ侵攻後に液化天然ガス（LNG）のスポット（随時契

約）価格は4割上昇し、原油も中東産油国がアジア向けの価格を大きく引き上げた。欧州諸国が脱ロシアを加速しており、アジア

市場にも価格上昇圧力が強まっている。各国は天然ガス在庫の確保など価格抑制策を打ち出しているが、エネルギー価格が上昇し

やすい局面はなお続きそうだ。

アジアのLNGスポット価格（週次）は1日時点で100万BTU（英国熱量単位）あたり35ドル。ウクライナ侵攻直前の2月中旬に比べ

43%高い。同期間の上昇率は欧州の天然ガス価格（57%）に近づいており、米国の天然ガス先物（29%）を上回る。欧州の価格は

いったん急騰した後に大幅に反落したが、アジアでは急落することなく高止まりしている。

背景にあるのが欧州のLNG調達の拡大だ。欧州は天然ガス消費量の3～4割をロシア産に頼ってきたが、ウクライナ危機で供給不安

が台頭。ロシアのプーチン大統領は3月末に、ロシア産天然ガスの購入に際してルーブルでの支払いを義務付ける大統領令に署名

し、拒否すれば契約を停止すると表明している。

欧州連合（EU）はロシア産ガスを他地域からのLNG輸入で代替する考えだ。特に米国からの調達を拡大しており、金融情報会社

リフィニティブのデータによると欧州が3月に米国から輸入したLNGは約550万トンと前年同月比で9割増えた。LNGはもともと中

国や日本などアジアが世界の輸入量の7割を占める。欧州勢によるLNG輸入の拡大がアジア市場の需給逼迫につながっている。

EUは11月1日までに貯蔵施設容量の80%の天然ガスを確保する方針だ。LNG換算で4000万トン規模の在庫を補充しなければならな

い計算で、今後も高水準の輸入を続ける必要がある。

原油もアジア向けの価格で上昇が際立ってきた。サウジアラビア国営石油会社サウジアラムコは原油販売の際に各地の指標原油価

格に上乗せする割増金（4月積み）を、代表的な油種のアジア向けで1バレルあたり4.95ドルと前月比で2.15ドル（約8割）引き上

げた。欧州（北欧・西欧）向けの1.7ドル高や、米国向けの1.0ドル高より値上げ幅が大きい。

アジアでは日本をはじめ多くの消費国で「中東以外の調達先が限られている」（石油天然ガス・金属鉱物資源機構の野神隆之首席

エコノミスト）。自国や域内の産油量も多い欧米と比べ、中東産油国が値上げをしやすい面がある。欧州がロシアからの調達の一

部を切り替えた結果、中東産原油の品薄感が強まり、アジア向け価格の騰勢が特に強まった構図だ。

発電用の石炭（一般炭）もオーストラリア産のスポット価格（週次）が3月下旬時点で1トン270ドル台前半と、ウクライナ侵攻前

と比べ1割上昇。3月中旬には375ドル弱まで急騰し、週次ベースの最高値を更新する場面もあった。

リフィニティブのデータによると、西欧諸国が3月に輸入した豪州産の石炭（製鋼用の原料炭を含む）は前年同月の約2.3倍に急増

した。欧州は一般炭輸入量の7割をロシアに依存していたため、豪州での代替調達が進んでいる格好だ。輸入の一部をロシア産に

頼る日本でも豪州産に切り替える動きが出ている。

一方で豪州では天候不順や新型コロナウイルス感染の影響で一部鉱山の稼働に支障が出て、品薄感が強い。石炭を扱う日本の会社

からは「いつまで高値が続くのか見当がつかない」と警戒する声も出ている。
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ＩＥＡ、石油備蓄の追加放出決定　緊急会議で　詳細は来週初公表

［東京　１日　ロイター］ - 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）加盟国は１日、緊急会議で石油備蓄の協調放出を決定したと発表し

た。ＩＥＡによる石油備蓄の放出は先月以来。ロシアのウクライナ侵攻で動揺した市場を静める狙いがある。

緊急会議後の声明で、加盟国が「世界のエネルギー市場の安定化二向け強力かつ統一されたコミットメント」を示したと指摘。そ

の上で、具体的な放出量など「新たに実施する緊急的な備蓄放出の詳細については来週初めに公表される」とした。

日本からは萩生田光一経済産業相が出席した。

経済産業省の小泉秀親国際課長は記者団に対し「現在の状況を踏まえ、会合では追加放出そのものには合意したが、総量や各国の

割り当てについては合意できなかった」と述べた。

ＩＥＡ加盟国は３月１日、備蓄石油６０００万バレルを協調放出することで合意。前日には米国が戦略石油備蓄から今後６カ月間

で１日当たり１００万バレル、全体で１億８０００万バレルを放出すると発表したばかり。
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日建連
資材高騰で国に要望、適切な価格転嫁や民間の投資意欲維持を

建設資材の高騰問題を受け、日本建設業連合会（日建連、宮本洋一会長）は国に求める対策項目をまとめ

た。工事でコスト上昇分が適切に価格転嫁されるよう、地方自治体や民間発注者に対し、工事標準請負契

約約款に基づく対応を指導するよう要望。価格転嫁された後の市場環境に考慮し、民間発注者の投資意欲

を維持していくため時限的な税制や金融の支援措置も必要とした。

　国への要望項目は、宮本会長が１日に東京都内で開かれた公明党の緊急政策要望懇談会で説明。宮本氏

は「会社が倒れそうで困るという状態にはまだなっていないが、いずれそういう場面も出てくるのではと

危惧を持っている」と危機感を示した。

　標準約款に基づき価格転嫁するよう発注者への指導を要望。自治体には物価スライド条項を運用し、民

間発注者には契約に工期中の請負代金変更条項を盛り込むよう求めた。運用状況の把握や事業者向け相談

窓口の拡充も要請した。

　価格転嫁後の民間建設投資を下振れさせないための対策も提案。政府が月内に策定する緊急経済対策へ

の反映を視野に、一定時期に着工・竣工する建築物への時限的な減税や金融支援の拡充なども訴えた。

　日建連によると、建設コストは資材の高騰などによって１年余りで８～１０％程度上昇した。設備や一

部建築資材などで品不足による納期の遅延も発生している。ウクライナ情勢の影響でさらなる高騰や幅広

い資機材の品不足が懸念される。


